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 人口移動の分析には個人レベルと地域レベルのアプローチがある。個人レベルでは，個票

データを用いて個人の移動選択をモデル化し，移動者の特徴を明らかにする（例えば，水ノ

上 2025）。地域レベルでは，国勢調査などの集計データを用いて，移動フローをモデル化す

ることで，関連する地域要因を分析する（例えば，Higa et al. 2019）。 

近年，移動パターンの変化に着目して，個人レベルでは，Oaxaca-Blinder分解を用いた分

析が行われている。これによって，変化要因を人口構成の変化による構成効果とパラメター

に反映される移動性の変化による行動効果の 2 つに分解することで，移動率の変化に対す

るそれぞれの寄与が議論されている（Shuttleworth et al. 2025）。この分解手法は一般化線形

モデルの枠組みで利用可能であり（Powers et al. 2011），重力モデルを用いた分解分析により，

地域レベルでも移動パターンの変化に対する構成効果と行動効果の寄与が検討できる。 

本研究では，地域レベルの分析の拡張として，無制約型のポアソン重力モデルを用いた分

解分析を行うことで，地域間人口移動の変化を構成効果と行動効果から考察する。データは，

1990 年と 2020 年の国勢調査による男女別の 5 歳以上の市区町村間移動者数を利用した。

2020年のデータは不詳補完値を用いた。1990 年のデータは 2020年の 1741市区町村に集計

して用いた（帰還困難区域を含む福島県の 7市町村は除外した）。説明変数として，発地お

よび着地の人口と発着地間の距離に加えて，発地および着地の人口密度，65 歳以上人口割

合，単身世帯割合，1人当たり課税対象所得，第三次産業就業者割合を，移動を定義する期

間の期首年次（移動データの 5年前）の統計から得た。分析は男女で層別化して実施した。 

市区町村間移動者数の平均値は 2020年から 1990年に男性で 0.367人，女性で 0.305人減

少していることが確認された。分解分析の結果として，男女ともに，行動効果は移動者数の

増加に寄与している一方で，構成効果がそれを少し上回る程度で移動者数の減少に寄与し

ていることが確認された。これらが合わさり，地域間の移動者数が減少したと理解できる。

当日は説明変数に用いた地域特性のそれぞれの寄与に関する詳細な分解の結果を報告する。 
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